




























































80年 85年 86年 87年 88年 89年0年 91年 92年93年 94年
額 321 402 528 660 918 1061 l180 1203 l170 125215 7






























































書画 版画類 彫刻／塑像等 大型乗用車 合計
80年 276 0．09 34 0．01 44 0．01 24 0．01 378 0．12
85年 371 0．12 38 0．Ol 61 0．02 156 0．05 626 0．20
87年 11610．53 96 0．Ol 87 0．04 458 0．21 18020．79
89年 28100．97 270 0．04 237 0．08 21020．73 5419L82
90年 4997L48487 0．14 411 0．12 35441．05 94392．79
91年 952 0．30 148 0．05 209 0．07 27920．88 4101L30
92年 344 0．12 86 0．03 98 0．03 24720．84 30001．02






































































韓国 台湾 香港 中国 ASEAN
80年 35．93 21．10韮9，94 6．92 3．96 L40 3．04 4．62
85年 37．51 18．64 22．01 6．56 4．86 L61 4．36 4．61
87年 28．69 22．9626．71 9．08 6．44 2．06 4．46 4．67
89年 28．34 22．84 29．44 9．94 5．99 L82 5．41 6．27
90年 29．24 26．14 26．278．00 5．00 L61 5．19 6．48
91年 29．53 22．83 29．98 8．29 5．34 1．51 6．87 7．98
92年 28．76 22．84 33．00 7．85 5．27 1．58 9．24 9．06
93年 28．60 20．48 35．867．55 4．94 L42 lL34且0．60

























東南アジア 北米 EC 東南アジア 北米 EC
内中国
80年 57．71 14．12 12．40 28．9130．40 2．34 24．38 4351
85年 66．25 18．83 9．61 22．93 33．083．73 20．28 45．16
87年 68．10 15．07 11．25 19．62 33．952．13 13．88 50．91
89年 66．73 19．56 IL372L2530．43 2．95 155453．07
90年 59．39 20．71 12．9326．86 22．902．61 15．91 6α43
91年 62．30 26．14 14．39 21．6132．26 4．31 17．10 49．72
92年 655333．57 13．62 193736．56 6．93 17．86 44．80
　　　．X3年 665139．32 15．05 16．4439．34 9．84 19．7939．67

















書画 版画類 彫刻／塑像 大型乗用車
80年 168 60．9 23 67．7 39 88．6 9 37．5
85年 218 58．8 21 553 28 45．9 152 97．4
87年 793 68．3 34 35．4 60 69．0 438 95．6
89年 2454 87．3 109 40．4 159 67．1 1739 82．7
90年 4226 84．6 夏98 40．7 304 74．0 3032 85．6
91年 720 75．6 73 49．3 158 75．6 2353 84．3
92年 245 71．2 30 34．9 69 70．4 2098 84．9





















東南アジア 北米 西欧 　　　，兼?Aシア 北米 西欧
内中国 内中国
80年 65．2 0．7 15．6 184 7LO 19．1 6．9 21．0
85年 48．8 1．6 26．8 24．4 80．8 24．9 2．7 15．7
86年 65．0 2．3 14．3 20．7 81．1 21．7 2．5 15．5
87年 78．4 2．4 6．8 14．4 82．3 20．1 3．0 13．7
88年 80．3 4．0 5．7 13．1 83．1 23．2 2．8 13．6
89年 79．9 75 6．3 13．2 80．3 25．7 2．7 16．4
90年 73．6 8．0 65 19．4 73．3 28．0 3．8 22．0
91年 78．3 9．2 5．2 16．1 76．3 35」 5．0 17．5
92年 79．4 13．0 5．7 14．3 78．9 43．6 5．0 14．2
93年 80．0 18．4 6．2 13．2 79．6 49．9 6．7 ll．0

















資本財輸出額 資本財 工業用原料 非耐久消費財 耐久消費財
80年 520 40．06 28．43 0．85 18．64
85年 8！7 4653 20．44 LO8 29．95
87年 1172 51．13 18．24 0．92 27．79
89年 1493 54．25 18．24 0．84 24．42
90年 1548 53．96 17．64 0．84 25．17
91年 1716 5456 17．46 0．83 24．80
92年 1881 55．39 17．20 0．88 24．23
93年 2080 57．63 17．04 0．86 22．08











80年 466 27．25 871 59．71 1743 24．96
85年 524 29．77 1007 6L47 2599 24．70
87年 861 36．47 1852 65．22 3475 3L75
89年 1084 38．18 2552 58．03 4324 33．73
90年 1095 40．28 2951 6LO3 4324 36．73
91年 l159 44．85 3381 66．13 4497 41．90
92年 1284 47．28 3765 68．36 3891 45．29
93年 1352 50．74 3505 70．36 4035 49．18



















































資本財 資本財 東南アジア 北米 西欧 その他
輸入総額 輸入比率 内中国
80年 9096 65 8．72 0．03 55．19 3L74 4．35
85年 11541 8．9 10．31 0．11 65．90 21．07 2．72
87年 16328 10．9 14．44 0．28 56．23 27．34 1．99
89年 26637 艮2．6 19．27 0．77 55．10 23．79L84
90年 32882 14．0 18．92 1．14 53．81 25．31 1．96
91年 35550 15．0 23．29 L76 50．65 23．892．17
92年 35554 15．3 25．05 2．27 49．33 23．69L93
93年 38868 16．2 28．71 3．36 48．67 20．82 1．80












食料品等 工業用原料 資本財 非耐久消費財 耐久消費財
80年 10．09 80．23 2．20 4．28 2．02
85年 13．19 7552 3．24 5．98 2．68
87年 17．24 57．80 5．12 11．42 5．88
89年 14．85 53．14 8．Ol 14．17 7．33
90年 14．43 54．02 9．33 12．61 6．97
91年 15．47 50．Ol 11．34 13．20 7．55
92年 16．20 45．33 1L96 15．70 8．24
93年 16．29 42．28 13．75 16．34 8．74

































繊維 鉄・非鉄 機械 電機 輸送機 鉱業 商業 不動産
195ト8538．62 6．07 8．7且 2．98 4283．57 6L383旦．85 5．45 1．42
アジア 1986・8938．44 L844．20 3．84 U．98 3．01 6L564．40 7．22 9．73
1990－9450」8 4．30 4．384．37 12583．92 49．82 3．64 且L17 5．96
1951－8528580．90 6．29 2．87 7．99 4．517L424．23 27．52且2．09
北米 1986・893L48O．50 1．08 3．057．96 3．95 68．52 0．91 39．旦8 2751
1990．9427．48 0．53 ［．67 2．87 6．78 Z．72 72．52 0．74 且。．89 23．60
195】一85 18．98L752．37 L95 3．64 3．82 8LO21．20 22．61 0．87
欧州 L986．8917250．87 0．39 331 4．76 Z、74 82．75 L63859しQ．63
且ggo．94 29．58 1．96 LO2 4．73 8．88 5．34 70．42 15116．44 15．35
197！一85 29．17 2．49 6．21 2．364．48 4．03 70．83萱4．05 正5．27 置4．76
世界計 1986・8924．51 O．66 2．39 2．656．42 3．31 75．49 2．03 7．33 18．92


























































現地販売 日本向け 第三国向け輸出 合計
輸出 北米 アジア 欧州
米国 製造業計 92．4 2．7 4．9 37．8 12．6382】oo．o
繊維 99．0 1．0 0．0 0．0 0．0 0．O 監00．0
一般機械 89．8 O．8 9．3 59．7 23 30．4100．0
電気機械 89．5 2．5 8．0 33．6 17．8 36．6100．0
輸送機械 96．0 1．2 2．8 39．4 9．7 36．2lOO．0
精密機械 94．4 3．9 L7 30．9 9．9 47．1 lOO．0
　　・Aジア 製造業計 66．1 15．818」 20．6 6L7 U，o 100．0
繊維 56．正 正4．2 29．7 24．2 4L522．4100．0
一般機械 53．0 23．6 23．4 9．0 48．4 42．0100．O
電気機械 45．7 27．227．L ig．4 70．0 8．3 100．0
輸送機械 92．6 L7 5．7 68．3 17．3 9．6 且00．0
精密機械 36．9 5L8lL346．3 16．7 33．6100．O
EC 製造業計 55．4 1．1 43．4 4．9 1．1 92．6且00．0
繊維 53．1 3．1 43．9 16．2 lL77L4100．0
一般機械 57．3 0．4 42．2 4．1 0．1 95．4100．0
電気機械 44．7 1．2 54」 4．6 1．2 92．6100．0
輸送機械 82．5 0．2 17．2 0．4 0．O 95．4100．O
精密機械 95．3 1．2 3．5 42．9 0．8 55．7100．0




















1981年 1984年 1987年 1990年 1993年
額 比率 額 比率 額 比率 額 比率 額 比率
製造業 2449179．8 25190710．8 50603915．8 64396215．8 78151115．8
繊維 173494．0 209925．3 3769310．3 3454614．9 3979514．2
一般機械 720455 1125815．2 6806331．4 3498318．2 4167423．6
電気機械 118871162l123412LO1387722 ．2 38605126．9 4正5440272




















現地調達 日本から 第三国からの輸入 合計
の輸入 北米 アジア 欧州
米国 製造藁計 51．7 42．1 6．2 7．2 71．4 6．8 100．0
一般機械 50」 46．9 3．0 O．7 85．6 13．3hOO．0
電気機械 25．2 65．7 9．1 8．2 84．8 6．9 100．0
輸送機械 57．8 36．2 6．0 8．3 68．2 亘．0 100．0
精密機械 25．2 705 43 O．0 675 30．0100．0
アジア 製造業計 48．5 37．9 13．6 13．065．2 3．6 100．0
繊維 40．7 22．4 36．912．8 32．9 3．8 100．0
一般機械 49．0 47．8 3．2 52．5 34．1 125100．O
電気機械 36．6 46．7L6．7 6．9 92．2 0．6 100．0
輸送機械 52．9 43．8 3．3 54．6 322 12．4 100．0
精密機械 34．2 60．2 5．6 33．1 66．9 0．0 100．0
EC 製造業計 29．O 44．426．6 3．1 14．5 82」 hOO．0
一般機械 32．4 52．0 15．6 7．6 6．0 86．4100．0
電気機械 15．7 50．0 34．32．1 155 82．2100．0
輸送機械 45」 4L9 亘3．0 2．3 1．5 96．3100．0
精密機械 8．4 49．1 42．5 45 0．0 95．5100．0









1981年 1984年 1987年 1990年 1993年
額 比率 額 比率 額 比率 額 比率 額 比率
製造業 63061041．5 42897033．0 41786345．3 88058038．9 95171637．9
繊維 7239629．3 2925818．3 1116513．4 2780722．4 2172822．4
一般機械 3609954．8 1915156．3 1970957．2 500904255928347．8
電気機械 192846．0 l1945536．7 19193354．6 33284744．6 42320146．7
輸送機械 9345661．1 7784340．6 1027185 ．8 21204741．8 28262143．8








米国 アジア ASEANIES EC 全地域
現地調達 80．6 40．9 36．4 57．371．8 60．2
日本からの輸入 19．1 53．4 6L3 239 21．0 35．9
第三国からの輸入 0．3 5．7 2．3 18．7 73 3．9



























米国 26．4 フ3．6 46．749．669．0 42．928．7 米国 12．6 86．4 59．952．974．838．146．6
アジア 63 84242．8 62．44 ．4 47．6 25．2アジア 4．2 78．O 42．6 47．750．235．837．4
EC 15．3 50．0 35．7 30．0 18．2 37．7245EC 9．7 93．468．178．756．372．662．3
全地域 i7．4 78．337．747．543．9 37．8 24．7全地域 9．G 84．3 56．8 52．6 58．968．645．8
表14に同じ
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図6：水平分業の深化と企業内貿易の範囲一概念図
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開…1…JS・〉消失した物流経路
■→創出された物流経路
　　　　　　同一企業グループ（｛s）　　　　　　の内官取引
また日系アジア子会社の対日貿易の多くが同一企業グループ内取引である
（表19、20）。つまり日本と東アジアとの闇の貿易は同一企業グループの中に
内部化あるいは準内部化されており、外部市’場と比べるならばより密接な関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一183一
416
係を持つものであると考えられる。
　日系アジア子会社の対日貿易の特徴を整理してみるならば、D対日輸出比率
が高いこと、2）部品の対日依存比率は比較的低いものの機械を中心に金額的に
は増加しっっあること、3）機械設備の対日依存度が高いこと、4）対日貿易の70
－SOP／・が同一企業グループ内取引であること、そして日本と東アジアの間の経
済関係をより密接なものとしていることである。
皿日本の貿易構造の変化と新たな国際物流形態
　今まで見てきた日本の対東アジア貿易の構造変化一水平貿易の量的拡大と質
的深化が物流の空間的経路へどのような影響を及ぼすのか、このことについ
て次の3っの点から検討してみよう。即ち、（1）貿易品目の変化の影響、これは
分業構造の変化がもたらすものと貿易品目の変化に伴う輸送手段の変化がも
たらすものがある。（2）貿易相手国／地域の比重の変イヒ、これは特に欧米から東
アジアへ貿易活動の比重が移ることによってもたらされるものである。（3）企業
内貿易の拡大、これはメーカーをはじめとする荷主が物流活動に従来より強
く関与することによりもたらされるものである。
　まず第正の貿易品目の変化の影響であるが、今まで見てきたように貿易品目
の変化は国際分業関係の変化一ここでは水平分業の拡大・深化と同義である。
この分業関係の変化は次のように物流の空間的経路を変化させる（図6参照）。
1）調達物流に関しては、従来国内で調達されていた消費財や資本財が海外から
調達されるようになるならば、調達物流が国内物流から国際物流へと転換す
る。それによって従来の国内物流経路が消失し、新たに国際物流経路が創出
されることとなる。これは製品輸入の増大に対応する物流経路の変化の典型
例である。2）生産物流（あるいは工場内物流）に関しては、従来、国内の生産
拠点内部あるいは生産拠点間で行われていたものが国境を越えて展開するこ
ととなる。これは工場内（工場間）のラインの一部（後工程）が海外に移転
するケース、即ち、工程間国際分業と、工場内（工場間）の特定の製品製造
　　　　　　　　　　　　　　　一184一
貿易構造の変化と物流経路　417
うインがそっくり海外に移転するケース、即ち、製品差別化国際分業の2っ
のケースに分けることができる。これによって従来、国内物流であった生産
物流が国境を越えて延長されることになる。これは資本財輸出の増大に対応
する物流経路の変化の典型例である。またこのような貿易品目の変化は同時
に輸送手段、周囲を海に囲まれた日本の場合には特に船舶の種類の変化をも
たらす。
貨物船＿
乾貨物船
図7：船舶の分類
・期船一一一m喜灘。船
不定期船
一・船一［劉謝ア
…麟
・・船m善欝顯翻・
…工鱗騨
タ「∴硝lll磐
図7は貨物輸送用船舶を用途別に分類したものである。従来の垂直貿易体制
では輸入のほとんどが原燃料であったため、船舶はタンカー船や専用船（例
えば鉱石専用船や穀物専用船等）で輸入されていた。しかし原燃料と比べる
一185一
418
とコンパクトな製品が海外から調達されるようになると使用される船舶も変
わってくる。即ち、荷姿に制約される専用船から荷姿に制約されない一般貨
物船へ、さらにはコンテナ船へと輸送手段の比重が移ることとなる。
第2の国内輸送経路における変化を見てみると、1っは製品を積んでくるコ
ンテナ船の寄港地の、少なくとも潜在的な変化要因が発生する。従来ならば
原燃料は主に基礎素材型産業が集積している臨海工業地帯の港＝工業港に専
用船で運び込まれ、そこで素材に加工されるというケースがほとんどであっ
た。そして加工された素材はその後、部品産業や加工組立型産業が集積して
いる地域に国内輸送で供給されるというパターンをとっていた。しかし製品
輸入が増大すると、従来利用されていた工業港を経由する必要はなくなる。
逆に海外製品／食料品の消費地および海外部品の納入工場の立地点により近
い港に対する潜在的なニーズが高まる。次に資本財輸出の増大の影響を見て
みよう。資本財輸出は、先述したように、物流の種類で言うならば外国への
生産（工場内）物流の延長である。この場合も輸送手段としての船舶の種類
は変わるケースが多い。垂直貿易体制の下では輸出の大宗が完成品であるた
めそれぞれの完成品の荷姿に合せた専用船（例えば自動車の場合ならば自動
車輸送専用船）が使用されるケースが多かった。しかし完成品輸出から部品
輸出（自動車の場合ならばKD部品等）へと輸出の主流が移り変わると輸送
船舶の主流も専用船から荷姿に制約されない一般貨物船へ、そしてコンテナ
船へと移ってきている。
　図8：日本のコンテナ貿易量推移（万t＞　　　　　　　　　図9：日本のコンテナ化＄推移（｝ン・ペース：Yo）
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　このように水平貿易の拡大・深化にともなって輸出入ともに輸送手段が荷姿
に制約される専用船から制約されないコンテナ船へとしだいに比重を移しっ
っある。実際、日本のコンテナ輸出入量は年々増加しており（図8）、また
定期船貨物に占めるコンテナ船貨物の割合（コンテナ化率）も80年代に大きく
上昇し、’現在では輸出入とも90％前後になっている（図9）。
第2に水平貿易の相手地域としての東アジアの台頭の影響である。東アジア
との水平貿易の拡大・深化は近海輸送の活発化を意味している。この近海輸
送では大型コンテナ船よりも中小型フル・コンテナ船あるいはセミ・コンテ
ナ船が利用されるケースが多い。コンテナ船の主流はパナマックス型からオ
ーバー・パナマックス型へとしだいに巨大化しつつあるが、日本と東アジア
との間の密接な分業関係は多頻度少量輸送に適した中小型コンテナ船による
シャトル輸送のニーズも高めている。その結果、比較的コンテナ施設が貧弱
な港湾でも東アジアとの間のコンテナ物流は行ないえるようになっている。
つまりコンテナ輸送に対するニーズがあるところにきめ細かく配船できる条
件が整いっっある。最近の地方港のコンテナ航路開設の動きのほとんどが中
小型コンテナ船による対東アジア近海輸送である。
　第3に企業内貿易の拡大の影響である。従来、国内で行なわれてきた調達物
流や生産物流が海外、特に東アジアに延長されることに対して、メーカーを
はじめとする荷主はこれら海外に延長された物流活動をなるべく自らのコン
トロール下に置こうとする。その結果、部品や機械設備の輸出入コンテナ貨
物についてはなるべく工場近接型物流を行なう傾向が強くなってきている。
また製品輸入物流についてもなるべく消費地密着型で行なう傾向が見られる。
1）このような傾向は輸出入コンテナ貨物がメーカー倉庫および荷主倉庫で取
り扱われる比率が高くなってきていることによっても確認できる。荷主が自
らの貨物を自らの倉庫で取り扱うということは中間の物流業者を介在させな
い形での国際物流と国内物流の連結であり、このことは荷主による物流の一
D津守［1990］参照。
一187一
420
貫した管理がしだいに広がりつつあることを意味している。1）
　このように日本企業の企業内貿易の拡大を含みっつ、日本の対東アジア水平
貿易の拡大・深化が進むにつれて日本の物流空間の東アジア化もますます進
展することになる。その結果、日本を含めた東アジア経済圏の空間的な物流
経路が再編成されっっある。このことは国民経済としての日本経済の凝集性
のゆらぎをもたらす。国内物流経路の相対的な後退とその東アジア化は国内
各地域間の結びつきを相対的に弱め逆に国境を越えて国内各地域と東アジア
の各地域を直接に結び、強めることによって日本経済の凝集性を低下させる
と同時に東アジア経済圏への日本国内の各地域の再統合をうながす。現在、
日本の貿易構造の変化は主に日本産業の空洞化という形で語られているが、
問題は国内産業構造の一貫性の消失や国際競争力の低下にとどまらない。東
アジア経済圏形成の動きの中での空間としての日本経済の凝集性のゆらぎこ
そが検討されるべき課題である。
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